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ＧＸスチール利用ガイドライン 

 

1. 本ガイドラインの目的 

本ガイドラインは、各企業における脱炭素戦略の中長期的な推進に資するべく、継続性をも

って取り組みが可能なＧＸスチール価値のオフィス家具製品への適用についてマスバランス

方式を基にしたルールを定めることを目的として策定するものである。 

本ガイドラインを満たす製品はグリーン購入法の共通の判断基準の基準値１に適合している

と判断できる。 

JOIFA 会員は、本ガイドラインを基に能動的にＧＸスチール採用に取組み、グリーン購入法

共通の判断基準である基準値１への対応が進むことが望まれる。 

 

2. 適用されるオフィス家具の範囲と参照規格・ルール 

本ガイドラインが適用されるオフィス家具は、一般社団法人日本オフィス家具協会発行の「グ

リーン購入法の手引き」に記載される「オフィス家具等の特定調達品目の目安一覧表」に準

ずる。ＧＸスチールオフィス家具としては 5章の条件を満たすものとする。 

 

参照ガイドライン・規格・ルール 

 ISO 22095 Chain of Custody – General terminology and models (2020) 

 ISO 14067:2018 及び GHG Protocol product standard を参照したカーボンフットプリ

ントガイドライン（2023 年 5 月 経済産業省・環境省） 

 製品別ＣＦＰ算定ルール対象製品：オフィス家具 Ver1.0（2024 年 3 月 18 日一般社団法

人日本オフィス家具協会） 

 ＧＸスチールガイドライン（2026 年 1 月一般社団法人日本鉄鋼連盟） 

 

3．ＧＸスチールについて 

ＧＸスチールとは、鉄鋼業がＧＸ(グリーントランスフォーメーション)における脱炭素プロ

セス移行の難易度が高く、技術革新と共に段階的に進む hard-to-abate sector であることを

考慮し、鉄鋼製造プロセス転換や原燃料転換による鉄鋼業自身のＧＸの過程で生み出された

スコープ 1 における排出量削減(削減実績量)の価値、すなわちＧＸ価値を反映した鋼材であ

る。その反映ルールは、日本鉄鋼連盟が発行する「ＧＸスチールガイドライン」で定義され

ており、ＧＸスチールはこのガイドラインを基に第三者検証を受けている鋼材である。 

 

4．オフィス家具におけるＧＸスチールのマスバランス 

本ガイドラインで適用するマスバランス方式は、ISO 22095 Chain of Custody に定義されて

いる「マスバランスモデル」に準拠するものである。ISO 22095 では、マスバランスモデル

を以下のように定義している。 

 マスバランスモデル：特定された特性を持つ材料または製品が、定義された基準にした

がってその特性を持たない材料または製品と混合されるモデル 
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オフィス家具のサプライチェーンは、鉄鋼材料の納入からオフィス家具製品の販売までであ

る。また、このサプライチェーンは、日本全国で展開されている。本ガイドラインでは、こ

のサプライチェーンの中で、マスバランスを適用可能な地理的・組織バウンダリーを明確に

定義し、時間的範囲を明確に示した上でマスバランス方式の適用について基準を定める。 

 

5．ＧＸスチール重量のマスバランスによる配賦 

本章では、購入したＧＸスチールの重量をマスバランス方式によって適切に配賦する方法に

ついて説明する。ＧＸスチールを調達する際は、削減実績量とＣＦＰが記された証明書（以

下ＧＸスチールの証書という）を調達先から入手する。 

 

5.1 適用する方法論 

本ガイドラインでは、ISO 22095:2020 の 5.4.2 マスバランスモデルで規定されている方法論

でＧＸスチールの価値を重量ベースで配賦する。 

 

5.2 組織バウンダリー 

本ガイドラインでＧＸスチール価値のマスバランス方式によって配賦できる組織バウンダリ

ーは、以下の通り定義する。（図 2にその例を示す） 

 資材の発注・在庫の一元管理ができているコイルセンターや製造拠点 

 上記の限りであれば、グループ会社・協力会社も組織バウンダリーに内包することがで

きる 

 

5.3 購入したＧＸスチールの重量管理のアカウント 

アカウントとは、購入したＧＸスチールの価値（重量）とそれを配賦した重量の収支を管理

するものである。アカウントは、5.2 で示す組織バウンダリーの中で、5.4 で定義される時間

的範囲内で適切に管理されなければならない。 

 

5.4 ＧＸスチール価値の時間的範囲 

ＧＸスチールの重量は、5.2 で定義された組織バウンダリー内へ納入された日から 3 年以内

をマスバランス方式によって配賦可能とする。この期間を超えたＧＸスチールの重量は、5.3

で定めるアカウントから削除しなくてはならない。 

 

5.5 ＧＸスチールのマスバランス方式による配賦方法 

5.5.1 ＧＸスチールの歩留の管理 

5.2 で定める組織バウンダリーにおいて歩留は、適切に管理されなければならない。歩留設

定の方法は鋼材投入量と生産量の重量比である。前年の年間データを基に歩留を設定するこ

とも可能である。 
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5.5.2 マスバランス方式による配賦方法 

5.5.2.1 マスバランス方式による重量配賦可能な部品の定義 

マスバランス方式による配賦は、オフィス家具製品の鋼板に適用される。 

対象のオフィス家具製品の鋼板重量Ａのうち、ＧＸスチールを調達した鉄鋼会社の鋼板から

作られる部品にのみ配賦可能である。 

鋼板以外の鉄部材（鋼管や棒鋼、鋳鉄など）は含めない。 

この内容について詳細を図 1に示す。 

 

 

図 1 オフィス家具における重量構成と配賦可能な部品の定義 

 

 

5.5.2.2 マスバランス方式が適用可能なオフィス家具 

マスバランス方式が適用可能なオフィス家具は、鋼板重量Ａとオフィス家具の全体重量Ｍに

対して、下記の式を満たすものとする。 

Ａ/Ｍ ≧ 10％ 

つまり、Ａ/Ｍが 10％未満のオフィス家具には、ＧＸスチール価値の配賦はできない。 

 

5.5.2.3 マスバランス方式の適用 

オフィス家具メーカー各社は、自社組織で製造する製品について 5.5.2.1 で示す鋼板部分の

重量を把握した上で、5.5.2.2 に示す条件を満たすことを確認の上、マスバランス方式を適

用しなくてはならない。ＧＸスチール価値の配賦は前述したように重量で行われる為、自社

の製造サプライチェーンにおいて 5.5.1 のルールに従って管理した歩留を考慮の上、配賦を

行わなければならない。これらの関係を図２で示す。図２に示すように組織バウンダリーで

マスバランス方式を適用した場合に、歩留を考慮した上で、ＧＸスチールの重量がインプッ

トとアウトプットでバランスしていなければならない。 
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図２ 定義された組織バウンダリーによるＧＸスチール価値のマスバランス例 

 

 

5.5.2.4 最低マスバランス配賦率 

マスバランス方式を適用しＧＸスチールオフィス家具とする為には、5.5.2.2 の条件を満た

すオフィス家具に下記の式を満たすＧＸスチール価値を配賦すること。 

配賦重量/Ａ ≧ 30％ 

 

5.6 運用の信頼性確保 

アカウントの管理、ＧＸスチール価値の配賦および使用したデータの確からしさや算定につ

いては、本ガイドラインに基づき適切に運用されていることの妥当性確認と記録を管理し、

客観的な説明が可能な状態を維持する。対外的な透明性をより高める為には第三者による検

証を受けることが望ましい。 

 

6．ＧＸスチールを活用した場合のオフィス家具あたりのＣＯ₂削減量算定 

本章では、マスバランス方式を適用し、ＧＸスチール価値の重量配分後に、当該のオフィス

家具のＣＯ₂削減量を算定する方法について述べる。 

 



6 
 

6.1 ＧＸスチール活用によるＣＯ₂削減量算定手順 

ＧＸスチール価値を適用したオフィス家具に対してＣＯ₂削減量を提示する場合の手順を以

下に述べる。 

手順 1：5 章で述べた手法により、ＧＸスチール価値を配分したオフィス家具に対して、その

配賦量を重量ベースで明らかにする。 

手順 2：適用したＧＸスチールを購入した際に調達先から発行されているＧＸスチールの証

書に記載の削減実績量(鋼材あたりの排出削減実績量の原単位 t-ＣＯ₂/t-steel)を

確認し、配賦した重量との積を求め、オフィス家具あたりのＣＯ₂削減量とする。（配

賦した重量には端材分ＣＯ₂削減量も顧客の所有する環境価値として含めることが

出来る：図３） 

 

図３ ＧＸスチールを使用した製品のＣＯ₂削減量算定手順 

 

 

この手順によって、ＧＸスチール価値を適用した、オフィス家具のＣＯ₂削減量を主張するこ

とができる。 

 

6.2 算定結果の信頼性確保 

オフィス家具あたりのＣＯ₂削減量の算定結果については、算出の根拠となった記録（調達先

発行の証書、歩留計算書等）を管理し、客観的な説明が可能な状態を維持する。対外的な透

明性をより高める為には第三者による検証を受けることが望ましい。 

 

7．ＧＸスチールを活用した場合のオフィス家具におけるＣＦＰの算定 

本章では、マスバランス方式を適用し、ＧＸスチール価値の重量配分後に、当該のオフィス

家具のＣＦＰを算定する方法について述べる。 

 

7.1 ＧＸスチールを活用した場合のオフィス家具あたりのＣＦＰ算定 

オフィス家具のＣＦＰ算定については、ISO 14067 に従い、算定するシステム境界を明確に

定めた上で、ISO 14067 の要件に従い算定されなければならない。配賦されたＧＸスチール

価値については、6 章で述べたようにその重量を正確に把握した上で、配賦された重量に相

当する部分について調達先から発行されているＧＸスチールの証書に記載されているＣＦＰ

で算定することができる。 
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7.2 算定結果の信頼性確保 

オフィス家具あたりのＣＦＰ算定結果については、算出に用いた計算式、排出原単位の根拠、

および前提条件の記録を管理し、客観的な説明が可能な状態を維持する。対外的な透明性を

より高める為には第三者による検証を受けることが望ましい。 

 

8．顧客に提供する情報 

ＧＸスチールを使用したことによる製品のＣＯ₂排出削減量を顧客に提供することができる。

この場合、6.1 ＧＸスチール活用によるＣＯ₂削減量算定手順で定義した方法に沿って算定

したＣＯ₂排出削減量に基づき証書を作成する。証書には以下の項目を記載することが望まし

い。 

 使用したＧＸスチールを提供した鉄鋼会社 

 ＧＸスチール価値によるＣＯ₂削減量もしくはＣＦＰまたはその両方 

 オフィス家具の鋼板重量に対するＧＸスチール価値の配賦割合(マスバランス配賦率) 

 使用方法（マスバランス方式の有無）、関連国際規格、関連ガイドライン 

 ＧＸスチール組織バウンダリーへの納入時期 

 第三者検証を実施した場合には検証機関名等の情報 

 

 

 

作    成 ： 一般社団法人日本オフィス家具協会 環境部会 
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